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「三田学会雑誌」113巻 4号（2021年 1月）

競争均衡配分への 3つのアプローチ

川俣雅弘 ∗
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Pareto-efficient allocation from the ordinalism viewpoint. The theory of core with the limit
theorem is derived from the theory of voluntary exchange and the theory of utility and scarcity,
which defines the commodity value as a necessity of the commodity, namely, its marginal utility,
for an individual. Based on the principle of individual utility maximization, Menger formulated
this idea, which is then extended to the theory of social value. Wieser defined natural value as a
competitive price system for an economy where individuals have equal incomes. It shows there
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1 競争均衡配分への 3つの理論的アプローチ

経済学とは限られた資源を社会の目標を達成するために適切に配分する方法を探究する学問であ

る。経済学が社会科学として成立するのは，科学的研究を通して解明される経済法則が存在してい

ると考えられるからである。アダム・スミスの『国富論』以来，経済学が成立したとみなされ，資本

主義社会における競争市場の資源配分メカニズムが経済法則の体系を具現化しているとみなされて

きた。当時の社会目標はまず国富の増大であり，限界革命以降政策目標は社会的厚生の最大化，パ

レート効率的配分，所得分配の公平性などの概念によって表現されてきた。社会主義社会の成立以

降，制度設計としての資源配分メカニズムの可能性が探究されてきており，経済学とは何かについ

ての見解も多様化している。

本稿において考察するのは，静学的な枠組みにおける完全競争均衡配分の特徴づけである。完全

競争均衡配分については，事実解明的分析と規範的分析によって，それを特徴づけるアプローチが

少なくとも 3つあることは周知のことであろう。奥野正寛・鈴村興太郎著『ミクロ経済学 II』（奥野・

鈴村, 1988）の第 18章「競争均衡配分に対するエッジワース的見方」の冒頭において，競争均衡配分

に対する 3つの見方があることが指摘されている。

第 1に，競争的価格機構は，分権的な社会における各財およびサービスに対する需給の調節

機構であり，この調節機構が健全に働くからこそ競争均衡価格が存在し，整合的な均衡配分が

達成されるというワルラス的見方があった。第 2に，競争価格機構は，効率的な資源配分を分

権的に，しかもわずかな情報の下で達成するためのシグナル機構であって，競争均衡価格の存

在は，効率的な資源配分が分権的に実現されているという事実を簡潔に特徴づけるものにほか

ならないというパレート的見方があった。

そして，競争的価格機構の役割に対する第 3の見方 エッジワース的見方 はつぎのような

ものである。

契約自由の原則に立つ分権的経済では，多数の消費者が初期に保有する財を相互に交換し，

それによってさらに高い効用を実現しようとするとき，特定の取引契約の方法に拘束されたり，

特定の取引相手との契約を強制されたりすることはない。当事者間の自発的合意さえ成立すれ

ば，どのような交換取引であれ，自由に結ぶことができるはずである。このような自発的交換

契約の可能性は，一般に無数に多く存在するだろう。しかし，そのような契約のうち，一部ま

たは全部の当事者が，別の人々とのさらに有利な交換契約の可能性を見出すことによってキャ
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ンセルされることが生じないような契約は，可能な契約のうちのごく一部に限られる。しかも

この意味で「安定的」な交換契約は，競争的価格機構の下での交換契約と一見なんの関わりも

もたない。

しかし，競争均衡価格の下で競争均衡配分を実現する交換取引契約は，まさにそのような「安

定的」取引契約になっているのである。さらに驚くべきことに，「安定的」取引契約によって実

現される配分は，経済の規模が十分大きければ競争均衡配分と一致してしまう。すなわち，規

模が十分に大きく各消費者が大海の一滴のように微力な経済では，いかなるグループも彼らの

経済状態をそれ以上に改善できる交換契約を他に見出せないような配分は，実のところ競争均

衡配分に限られる。この事実は，「エッジワースの極限定理」（Edgeworth’s limit theorem）と呼

ばれている。

完全競争均衡配分にかんするこの特徴づけは理論的にはとても美しいが，歴史的には序数主義と

いう特定の研究計画にもとづいた認識であることは明白である。このこと自体は，理論研究者にも

自覚されているものと思われるが，完全競争均衡配分にかんする理論史を振り返ると，多少異なる

景色が見えることを指摘しよう。そのため，本稿の目的は 2つある。第一に，上記の指摘において

は研究対象が現代経済学の形成に直接寄与しているものに限られているので，それらの前史である

萌芽的貢献の流れを遡ることにより，より広範囲の理論の系譜を把握し，完全競争均衡配分にかん

する理論史を補完する。第二に，第一の経済学の歴史を振り返ることにより，上記の見方は序数主

義という特定の立場に立った見方であり，完全競争的均衡配分にかんする理論全体の歴史から見る

と序数主義は傍流であった，と考えられる根拠を示す。

3つのアプローチのうち，一般均衡理論とコアの理論には，理論の開発者から直接継承されてい

る理論展開があるが，最適配分の理論である社会的価値の理論はその開発者から直接的に継承され

ていない。それは，一般均衡理論と厚生経済学において 20世紀中頃の約 40年にわたって序数主義

が支配的研究計画となったため，序数主義の立場と両立しないアプローチが過小評価され，無視さ

れてしまったからである。1950年頃，アローの一般不可能性定理によって，序数主義には政策判断

の理論的基礎としては致命的な問題があることが指摘されたが，それが受け入れられるのは 1980年

頃である。その反面，序数主義はある程度の核心的命題の理論的基礎となりうるため，1980年代以

降も「オッカムの剃刀」の考え方にもとづいて保持されている。そのことが主要なミクロ経済学の

教科書にも反映されている。

しかし，一般均衡理論自体が，20世紀中頃に非対称情報がもたらすインセンティヴの問題を分析

できないことがわかり，その問題が非協力ゲームの理論の枠組みで分析されていくとともに，政策

目標として交渉ゲームの解概念が利用されるようになった。このことは，疑いなく序数主義が放棄

されたことを意味している。これらの理論は，序数主義が支配的であった時代に，過去の社会的価
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値理論を飛び越えてしまったが，飛び越えられた理論の系譜を振り返ることにより，現代理論がそ

れらの考え方を継承していることを確証できる。経済学の歴史を振り返れば，経済学の規範的分析

の本質的役割は適切な政策判断を行うことであり，それには経済学に通底する知性の歴史を確認す

ることができるのである。

本稿は，つぎのように構成されている。第 2節において，完全競争市場の理論の歴史を簡潔に振

り返る。市場理論の歴史はいまのところ経済学史の最も重要な主題であるが，周知のことでもある。

第 3節において，コアの理論の歴史について確認する。第 4節において，厚生経済学の基本定理の

形成について概観する。第 5節において，最適配分の理論としての社会的価値理論の展開について

考察する。最後に，結論をまとめる。

2 完全競争均衡

完全競争市場の理論は，限界革命以降それ以前より自然科学の影響を強く受けて形成され，理論

は数学を用いて表現されるようになったため，その発展史は形式的にもわかりやすい。最適問題に

かんする双対性の性質を駆使した教科書が登場する 1980年頃までの教科書は，理論の発展に沿って

説明されたものも多い。そこで，ここでは，パレート以前の競争的市場理論の萌芽的貢献について

振り返る。
（1）

2.1 完全競争均衡の起源

市場理論の源泉にはいくつかのタイプがある。第一の考え方は，人口が増大したり，人々の嗜好が

変化したりして，ある商品の需要が高まればその商品の価格は上昇する，また，原材料が手に入りや

すくなったり，技術が進歩したりして，ある商品の供給力が強まればその商品の価格は下落する，とい

う萌芽的なアイデアに始まる。アダム・スミス（Smith, 1776/1904），マルサス（Malthus, 1820/1989），

J.S.ミル（Mill, 1848/1968）の需給均衡理論はこの系統に属す理論であると考えられる。
（2）

価格は，短

期的には需要要因を強く反映し，長期的には供給側の生産費によって決まると考えられている。J.S.

ミルの需給均衡理論を継承して，A.マーシャル（Marshall, 1890/1920）によって商品の需要関数は効

用最大化の帰結として導出され，供給関数は利潤最大化の帰結として導出され，限界分析にもとづ

く部分均衡理論が構築された。

（1） 一般均衡理論の歴史については，アロー＝ハーン（Arrow and Hahn, 1971），福岡（1979）などによっ
て概観できる。詳述についてはそれらで引用されている文献を参照されたい。また，川俣（Kawamata,
2009），川俣（2010b），川俣（Kawamata, 2012），川俣（2018）も参照されたい。

（2） ピエトロ・ヴェッリ（Verri, 1771/1804）らきわめて初期の経済学説にもこの学説の萌芽を見出すこ
とは難しくない。
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また，イギリス古典派には，多数の投資家が投資するとき，より収益率の高い順序でさまざまな

産業に投資すると，投資額が大きくなるほど産業の利潤率は低下していくから，資本はより高い利

潤率の産業を求めて投資され，各産業で利潤率が均等化するとともにそれによって経済全体の利潤

が最大化されるという，「見えない手」の議論があり，それは一般均衡理論の先駆的アイデアである

と評価される（Arrow and Hahn, 1971, 第 1章）。

第二の考え方は，商品の価値を実質的な限界効用概念と関係づける理論であり，効用と希少性の

理論の考え方である。
（3）

ものの価値は個人 i ∈ {A, B} の経済環境における個人の商品 h ∈ {1, 2} に

対する欲求あるいは必要性である。個人の商品 h に対する効用 U (·)について，所有している資源

の量 ωh が多いときには商品 h の必要性は小さく，所有している資源の量が少ないときには商品 h

の必要性は大きい。任意の h ∈ {1, 2} について，商品 hの必要性 u (·)は各個人が所有している資

源の量 ωh を消費し尽くした状態 xh = ωh において，商品 hを一単位 ch 消費して得られる効用

u (xh) = Uh(xh + ch) − Uh(xh)
ch

, xh = ωh

とみなすことができる。ここで ch → ∞ となる極限をとれば，必要性は限界効用を表すことにな

る。すなわち，商品の価値 vh は，実質的にその個人が所有する財の資源を消費したとき xh = ωh

の限界効用 u (ωh) に等しくなる。このように，商品の価値とは効用にもとづく商品の評価である。

ところが，それぞれの財に対する必要性は個人によって異なる。いま 2人の個人 A, B が 2つの

商品 1, 2の資源 ωA = (ωA1, ωA2) , ωB = (ωB1, ωB2) , を消費するとき，A, B の個人的価値は

vA1 = u (ωA1) , vA2 = u (ωA2) , vB1 = u (ωB1) , vB2 = u (ωB2)

であるが，A は商品 2より商品 1の資源をより豊富に所有し，B は商品 1より商品 2の資源をより

豊富に所有している，すなわち

ωA1 > ωA2, ωB1 < ωB2

であるために，逆に A は商品 1より商品 2をより高く評価し，B は商品 2より商品 1をより高く

評価している，すなわち

vA1 = u (ωA1) < vA2 = u (ωA2) , vB1 = u (ωB1) > vB2 = u (ωB2) , i.e. vA1

vA2
<

vB1

vB2

（3） 効用と希少性の理論においては，効用は実質的に限界効用概念として使用されている。価値を実質的
な限界効用概念にもとづいて説明する学説は多数見出されている。シュンペーター（Schumpeter, 1954）
をはじめ，ハチスン（Hutchison, 1988），エイカランド＝ヘバート（Ekelund and Hébert, 2002）らが
限界分析が有力であったことを指摘している。しかし，不幸なことに，一般均衡理論の専門家（Arrow
and Hahn, 1971, 第 1章）による「一般均衡理論の系譜」では，完全に見落とされている。
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であるとする。このとき，相互に，相対的に必要でないものを相手に渡し，相対的に必要であるも

のを相手から受け取る交換を行うことにより，当事者全員が交換前よりよい消費が可能になる，す

なわち交換によってパレート改善となる配分が得られるので，自然発生的に交換が生じることにな

る。すなわち A は商品 1を手放して商品 2を入手し，B は商品 2を手放して商品 1を入手する交

換を行うことになる。商品の価格を p1, p2 とすると，自発的交換における交換比率は 2人の個人の

個人的価値の中間値

vA1

vA2
<

p1

p2
<

vB1

vB2

になる（川俣, 2018）。

ある配分よりパレート改善となる配分がある限り，交換が行われるはずであるから，交換が終了

するのは，その配分よりパレートの意味で優る配分がないときである。もちろん，当時はパレート

効率性の概念はなかったので，この用語が使用されてはいないが，現代理論にもとづいて解釈すれ

ば原典の説明はこのとおりである。それぞれの個人は価値より価格が大きい商品を手放し，価格よ

り価値が大きい商品を入手することにより交換の当事者全員が効用を増大させるとともに，それぞ

れの個人の商品の個人的価値が均等化し，交換比率に等しくなる。すべての個人の個人的価値の比

率＝交換比率となる個人的価値を交換価値という。

モデルにもとづいて定式化したのはジェヴォンズ（Jevons, 1871/1957）やメンガー（Menger, 1871/1968）

である。かれらは 2人 2財交換経済モデルについてはほぼ完成の域に達した理論を展開している。

第三に，これらの中間の考え方もある。人が欲求を満たすとき，消費量が少なければもっと消費

したいと感じるが，消費量が大きくなれば満足は次第に飽和され，必要性をあまり感じなくなる。

このことは，実質的に効用は消費の関数であり，限界効用逓減の法則を満たすことを意味している。

そこで，限界効用逓減の法則を満たす限界効用関数あるいは右下がりの限界効用曲線を仮定して，

それを需要関数あるいは需要曲線と同一視するアプローチである。ちなみに，第一の考え方におけ

る需要・供給の法則は経験的に認識されたものである。このアプローチでは，ガリアーニ（Galiani,

1750），J.B.セー（Say, 1803/1814），デュピュイ（Dupuit, 1844）らが代表的であり，デュピュイのア

イデアはマーシャル（Marshall, 1890/1920）によって費用便益分析に応用された。

商品が 2商品のときにはワルラス法則により，独立な商品の市場は 1つのみであるから，一般均衡

分析と部分均衡分析は実質的に同じである。多数商品の場合でも，分析対象の商品以外の商品群を合

成財とみなすことができれば，多数商品のケースは 2商品のケースに還元することができる（Arrow

and Hahn, 1971, 第 1章）。

2.2 一般均衡理論の成立

一般均衡理論を構成する断片は，たとえば単一市場の需給均衡分析や投資家の利潤最大化行動に
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よる産業間の利潤率均等などは，多数の研究者によって指摘されていた。個々の商品の市場におい

て，需要は価格の減少関数，供給は価格の増加関数であり，それぞれ価格の変化によって調整され

ること，価格自体は需要と供給の相互関係で決定されることは，J.B.セー（Say, 1803/1814）によって

指摘されている。西ヨーロッパ大陸の経済学においては J.B.セーの学説が共有されており，それは

ワルラスにとっても周知のことであった。しかし，一般均衡理論の需給均衡方程式体系は，過去の

経済学説の延長線上で発展した理論ではなく，自然科学に関心のあったワルラスが天体力学のアナ

ロジーとして経済学に持ち込んだものである。
（4）

ただし，そのアナロジーを可能にしたのが，ワルラ

スが証券取引所の手続きからヒントを得たタトンマン（tâtonnement）という価格メカニズムの導入

である。アロー＝ハーン（Arrow and Hahn, 1971）も指摘しているように，ワルラス以前には完全競

争市場の理論は存在しない。タトンマンは経済学にはじめて導入されたゲームのルールであり，そ

れによって一般的な経済環境におけるモデル化が可能になったのである。

一般均衡理論の体系は，パレート（Pareto, 1909/1966），スルツキー（Slutsky, 1915），ウィックス

ティード（Wicksteed, 1894），ヒックス（Hicks, 1946），サミュエルソン（Samuelson, 1947）らによって，

消費者行動の理論，生産者行動の理論が最適問題として定式化され，フォン・ノイマン（von Neumann,

1937/1945），アロー＝ドゥブリュー（Arrow and Debreu, 1954），ゲール（Gale, 1955），二階堂（Nikaido,

1956），マッケンジー（McKenzie, 1959），ドゥブリュー（Debreu, 1959）らによって不動点定理を用い

て一般均衡の存在が証明された。

3 コアと極限定理
（5）

3.1 ジェヴォンズの交換理論

自然発生的交換の理論は，効用と希少性の理論に始まり，ジェヴォンズによって定式化された。
（6）

ジェヴォンズは，交換経済モデルを定義するための基礎的な概念について説明し，自由な競争市場

において無差別の法則（The Law of Indifference）が成り立つことをつぎのように説明している。

（4） ワルラス（Walras, 1909/1960）自身が，一般均衡理論体系は天体力学のアナロジーによって構築した
ものであることを説明している。ワルラスは消費者理論や生産者理論の構築でも同僚の数学者に助け
てもらっている（福岡・丸山, 1976; 川俣, 2016, 9.1.2）。

（5） コアの理論の成立は，学史的にも（根岸, 1997, 第 8章 8–1），理論的にも十分解明されているが，こ
こでは原典に沿って説明しておく。

（6） 効用と希少性の理論とジェヴォンズの理論に継承関係がまったくないことは明白である。限界効用
理論の優先権についてワルラスとともに先駆的業績について調査した結果，数学を用いていないが優
れた価値理論としてコンディヤック（Condillac, 1776/1798）に初めて言及し，かれの理論を高く評価
している。チュルゴ（Turgot, 1769/1919）の原稿は公刊されていなかったためジェヴォンズには知ら
れていなかった。
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産業の真の状態はたえざる運動と変化の状態である。貨物は不断に製造され交換され消費さ

れている。故にこの問題をその自然的錯綜のままに完全に解かんとすれば，これを運動の問題

動態の問題 として取り扱うほかはない。しかしより容易な問題すらまだ極めて不十分

にしか処理しえない今日，より困難なる問題に立ち向かうのはまさしく不合理であろう。私が

あえて交換作用を取り扱いうるのも，ただ純枠に静的問題としてである。貨物所有者は取引の

潮流の中にこれら貨物を不断に流しているものではなく，均衡に達するまで交換するところの

一定量を所有しているものと見なされるであろう。

……

動態的には交換比率は貨物の微小量である dy と dx との比率としてしか扱われえない。そ

の場合にはその方程式は微分方程式として見なさるべく，これは積分可能たるべきであろう。

しかるに問題を静態的に観察すれば，有限量 y と x との比率をもってこれに置き換えること

ができる。かくて 70頁に述べた「同一市場においては同一瞬間には同じ均等の貨物に対して

2つの異なる価格はありえない」という自明の原則から，・一・交・換・行・為・に・お・け・る・最・後・の・増・量・は・全
・交・換・量・と・同・一・比・率・に・お・い・て・交・換・さ・れ・ね・ば・な・ら・な・いという結論が生まれる。いま 2貨物が x 対 y

の比率で交換されると仮定すれば，極限においては x の無限小部分も，全量と同一比率をもっ

て，y の無限小部分と交換されねばならない。この結果をわれわれは，交換過程に参加する増

量は方程式
dy

dx
= y

x

に従わねばならない，と記すことによって示しうるであろう。（Jevons, 1871/1957, 第 4 章，無

差別の法則，訳 pp. 71–72，傍点は原文イタリック）

ジェヴォンズは，仮想的な取引を経てある配分に到達する交換のプロセスを考え，最後の交換にお

いて成立する交換比率と，最初の配分と最後の配分の間に成立する交換比率が等しくなければなら

ないと説明している。

議論を明確にするために，表記を定める。ジェヴォンズの交換経済 E は，2人 2財交換モデルで

あり，個人を A, B，商品を 1, 2で表す。個人 i ∈ {A, B} の消費は (xi1, xi2) ∈ R2 で表す。効用

関数は UA = UA1 (xA1) + UA1 (xA2) , UB = UB1 (xB1) + UB2 (xB2) である。商品の資源は私的に

所有され，((ωA1, ωA2) , (ωB1, ωB2)) であるとする。

かれはまず，自発的交換がもたらす条件について考察している。「いま穀物のみを所有する交換団

体と，牛肉のみを所有する交換団体があるものと想像されたい。これらの事情のもとでは，穀物の

一部を与えて牛肉の一部を受け取れば，著しく効用を増加することは確かである。しからばいかな

る点において交換は有利でなくなるであろうか。この問題は交換比率と効用度の両者を含むに相違
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図 1 交換経済における取引
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e

d
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ない。」ジェヴォンズは，図 1にもとづいて下記のように説明している。

横軸は配分，縦軸は限界効用の大きさ，右下がりの曲線は財 1の限界効用曲線，左下がりの曲線

は財 2の限界効用曲線を表している。2つの限界効用曲線が無造作に重ねられていることには意味

がある。財 1と財 2の交換比率によっては曲線の勾配が異なる。交換の主発点となる配分が異なれ

ばそれぞれの限界効用曲線の相対的位置関係が異なる。この図はそれらにかかわらず，出発点がい

かなる配分であっても，いかなる交換比率による交換であっても（交換の前後の配分の取引量の比率が

交換比率になる），交換を繰り返して到達する配分はパレート効率的配分であることを意味している。

つまり，交換によって辿り着く均衡はパレート効率的配分であるということだけを説明している。

交換均衡は何度かの，交換前の配分より効率的な配分をもたらす，すなわちパレート改善となる

資源の再配分である自発的交換を経て，ようやく到達する配分だということである。それぞれの個

人 i ∈ {A, B} について，

dUA1

dxA1

/
dUA2

dxA2
= −dxA2

dxA1
= v1

v2
= −dxB2

dxB1
= dUB1

dxB1

/
dUB2

dxB2

が成り立つ。交換均衡においては A と B が交換し合う商品の量に対して A が入手する効用と手

放す効用は等しくなければならず，B が入手する効用と手放す効用は等しくなければならない。ま

た，A と B が相互に入手する効用と手放す効用は等しくなければならない。

同じことをエッジワース・ボックスで表すと，図 2のようになる。

また，ジェヴォンズは，出発点の初期配分 ((ωA1, ωA2), (ωB1, ωB2))と最終的な均衡配分 ((x∗
A1, x∗

A2),

(x∗
B1, x∗

B2)) との間に成り立つ交換比率 p1/p2 を定義している。等価交換であるから，p1/p2 は
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図 2 交換とパレート改善
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B2
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を満たす。この式は個人の消費が所得制約を満たすことを意味している。ここで，無差別の法則か

ら v1/v2 = p1/p2 が成り立つが，この交換比率は完全競争均衡価格に他ならない。

実際の継承関係はまったくないが，ジェヴォンズの理論は，一物一価の法則を除いて，忠実に効

用と希少性の理論を定式化している。

3.2 エッジワースの極限定理

エッジワースもジェヴォンズと同じ交換経済を仮定しているが，効用関数は一般化された概念が

使用されており，無差別曲線が導入されて，文字どおりエッジワース・ボックスによる分析が行わ

れている。
（7）

限界効用逓減の法則を満たす加法的な効用関数は凹関数であるから，それから導出され

る無差別曲線は原点に対して凸である（Edgeworth, 1881/1967, p. 36）。

この交換経済の達成可能な集合はエッジワース・ボックス内の点によって表される（図 3）。それ

ぞれの個人 i ∈ {A, B} は初期資源配分の点 C に留まれば，Ui (ωi1, ωi2) の効用水準を確保できる。

したがって，個々人が自発的に合意する交換契約は，初期配分が達成する効用水準を保証する配分で

なければならない。効用と希少性の理論において，自発的交渉によって到達すると想定されていた

のは，線分 DEF 上の配分である。交換が行われるのは，それがパレート改善になる資源の再配分

をもたらすからであり，最終的にはパレート効率的配分に至るであろうことが予想されていた。す

（7） 余談ではあるが，エッジワースの著作にはエッジワース・ボックスは描かれていない。エッジワー
ス・ボックスを初めて描いたのはおそらくパレート（Pareto, 1896/1964, 1909/1966）であろう。
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図 3 エッジワースの極限定理
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なわち，効用と希少性の理論において交換によって達成される配分はコアである。
（8）

ジェヴォンズは

一物一価の法則を仮定して，2人 2商品交換モデルにおいて自発的交渉が最終的に辿り着くのはワル

ラス均衡であることを示したが，そのプロセスについては十分な説明がなされているとは言い難い。

図 3において，原点 OA と OB を結ぶ線はパレート効率的な配分の集合である契約曲線である。

経済 E においては，A と B のみの交渉では，D から F までの交換が成立する可能性があり，不

決定性が生じる。そこで，エッジワースはこの不決定性の問題を同タイプの経済主体が 2倍，3倍

と倍増するレプリカ経済を考察することによって解決できることを示した。

A タイプの個人 A1, A2 と B タイプの個人 B1, B2 が 2人ずついるとする。エッジワース（Edge-

worth, 1881/1967, p. 35）は，（1）同じタイプの個人は同じ配分になるから，配分はエッジワース・

ボックス内の 1点で表されること，（2）D や F は実行されないこと，を指摘している。

まず，同タイプの個人 A1 と A2 あるいは B1 と B2 の配分がコアの中で異なった場合，たとえば

A1 と B2 が D において契約し，A2 と B1 が F において契約したとする。このとき，A1 と B1

は不利な契約を結んでいるが，かれらが相互に配分を二等分すると D と F の中間点の配分が実現

し，両者の効用を増大させることができる。合理的な個人がパレート改善の余地を残す契約を結ぶ

ことはないから，同じタイプの人は同じ配分になる。このことは一般に平等処遇性（equal-treatment

property）として知られている（Mas-Colell et al., 1995, p. 656, 命題 18.B.2）。

つぎに，D や F の近くの配分は実行されない。いま，A1 と B1 が交渉し，

D = ((xA11, xA12) , (xB11, xB12))

（8） コアとはいかなる配分によっても支配されない配分の集合である（中山, 2005）。
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への交換が成立したとする。A2 と B2 は C に留まっている。そこで，D にいる A1 と C にいる

A2 が，それぞれの商品 (xA11, xA12) と (ωB21, ωB22) を交換すると，A1 と A2 は G に移動し，商

品の量は

G =
((xA11 + ωA21

2 ,
xA11 + ωA21

2

)
,

(xA11 + ωA21

2 ,
xA11 + ωA21

2

))
となる。G を通る A1 と A2 の無差別曲線は C, D を通る無差別曲線より右上にあるから，A1 と

A2 にとって G は C, D よりパレートの意味で優る。このとき，A1 と A2 が G の商品量を少しず

つ B2 に渡すと，全員が C, D のパレート改善となる配分を実現できるから，D が実行されること

はない。同様に，F も実行されない。

エッジワースは，X タイプと Y タイプのメンバーの数が無限大になるとき，コアはワルラス均

衡に収斂することを指摘した。エッジワースの図は必ずしもわかりやすくないので引用していない

が，基本的に図 3と同じものである。[ ]内は原典の図に対応する図 3の記号である。

このことを前提として，いま，第 2の X と第 2の Y を導入しよう。そのため，競争の参加

者は 2人の Xs と 2人の Y s から構成される。そして，説明のため（議論のためではなく），新

しい X は今までの X と同じ要件，同じ性質をもっており，また同様に新しい Y は今までの

Y と同質であると仮定しよう。

このとき，つぎの条件を満たさないかぎり均衡とはなり得ないことは明白である。（1）すべて

の参加者は一点に集合している。（2）その点は・契・約・曲・線上にある。というのは，（1）それが可能

であるとして，それぞれのカップルが別々の点にいたとする。一般に一方のカップルの X と

他方のカップルの Y がそれぞれのパートナーを置き去りにして共謀することが利益となる。そ

して，（2）もし共通点が契約曲線上になければ，契約曲線に近づくことが・す・べ・て・の・団・体の利益で

ある。

契約曲線上の点が境界点 y0 ξ0 [点 D ]と η0 x0 [点 F ]のごく近くにあるならば，その点は・最
・終・合・意・点ではありえない。というのは，もし体系がこのような，すなわち y0 ξ0 の少し北西の

[点 D の少し東北の]，点に位置していたとすると，一般に YS の 1人が（他の人の承諾なしに）2

人の XS と
・再・契・約・を・結・ぶことが可能であり，そのため，それら 3つの集団にとって，再契約は

以前に存在していた契約より有利である。（Edgeworth, 1881/1967, p. 35，傍点は原文イタリック）

……

極限において，XS および YS が無制限に（等しく）倍増されるとき，われわれは (ξ∞ y∞)

あるいは便宜上 (ξ y) といってもよい と一致する (x′ y′) を見出すだろう。それは，先ほど

述べられた・選・択・肢に対応する選択肢のいずれかの条件を満たしている。（Edgeworth, 1881/1967,

p. 38）
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コアの理論はパレート効率性や完全競争均衡と密接な関係があり，20世紀後半以降にゲーム理論

の発展にともなって発展したため，その成立についても現代のゲーム理論の教科書に説明があるの

で，多くを説明する必要はないだろう。エッジワースの貢献とは独立に，フォン・ノイマンとモル

ゲンシュテルン（von Neumann and Morgenstern, 1944）によって提携形ゲームの安定集合 Sが定義さ

れる。安定集合 S は S に属す配分には支配されない配分の集合であるが，それはある種の社会秩

序や行動規範を表していると考えられる。フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンはつぎのように

述べている。

実際，われわれが考えている配分の集合 S は，社会組織と関連した「行動基準」に相当する

ように思われる。このことをもっとくわしく調べてみよう。

社会経済のより広い観点からみて社会の物理的な基礎は与えられているとしよう。すべての

習慣，経験にしたがえば，人間は独特の方法でそのような背景に順応する。この方法というの

は，1つの厳密な分配すなわち配分の体系を打ち立てるものではなく，種々の代替案からなるも

のである。そしてこの代替案はすべていくつかの一般的な原理を表しているが，それにもかかわ

らず多くの点においてそれぞれ異なっている。この配分の体系が「社会の確立された順序」，す

なわち「受け入れられる行動基準」を表している。（von Neumann and Morgenstern, 1944, 4.6.1，

訳 pp. 54–55）

提携形ゲーム理論の安定集合の概念を応用して，ジリース（Gillies, 1959）によってコアの概念が定義

された。シュービック（Shubik, 1959）は，安定集合の考え方にもとづいてエッジワース（Edgeworth,

1881/1967）の極限定理を解釈し，コアの理論の基礎を構築した。ドゥブリュー＝スカーフ（Debreu

and Scarf, 1963）はエッジワースの定理を一般的に証明した。この定理により，プレイヤーの数が無

限に増えればコアが完全競争均衡に収斂していくことが一般的に証明された。コアの理論は，ヒル

デンブラント（Hildenbrand, 1974）らによるラージ・エコノミーの理論へと展開した。
（9）

多数の個人から構成される経済において，個々人が相互に他の個人の特徴である選好順序や保有

する資源にかんして十分な情報をもつことは通常ありえない。したがって，各個人が現状を改善し

たいと思っても，誰と提携を形成し，提携による利益の配分をどう分配するかについて交渉するこ

とは，けっして容易ではなく，大きなコストを必要とする。したがって，現実問題として自発的合

意によって交換契約が結ばれる可能性が高いとはいえない。しかし，たとえそのコストが 0だった

としても，あらゆる自発的合意によって排除されないのは完全競争均衡のみである。完全競争市場

（9） 提携形ゲームには，安定集合やコアの概念の他にも交渉集合，カーネル，仁などの解概念がある。そ
れらの定義と関係については中山（2005, 第 2章）を参照されたい。
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において均衡を成立させる価格メカニズムは，かなり性能のよい資源配分の制度であるといえる（奥

野・鈴村, 1988, pp. 44–45）。

4 規範的アプローチ

経済学が確立する以前の政策的規範は，ナショナリズムにもとづく国家の繁栄であった。西ヨー

ロッパではさまざまな民族や宗教の紛争を経て，大航海時代を迎え，交易が発達して富を蓄積して

いった。経済成長自体は産業革命以前に市民革命によって私的所有権が確立されたことで促された

ことがわかっている（North, 1981）。ところが，重商主義においては軍事力を背景とした植民地経営

が重要な役割を果たしたが，最終的にそれらの植民地は独立していくことになり，ポルトガル，ス

ペイン，オランダ，フランス，イギリスと争奪された覇権は著しく縮小することになる。重商主義

によって蓄積された各国の国富は農業生産性の向上などを背景として次第に工業化を推し進めてい

くが，保護貿易主義に陥った各国の重商主義的経済運営は行き詰まることになった。この重商主義

の失敗によって，各国は市場が本来的にもつ秩序である市場における自由な競争を受け入れること

になり，自由放任や見えない手の思想にもとづいて国民経済が運営されていくことになる。

これらの思想は厚生経済学の基本定理として定式化された。ただし，鈴村（2000）が指摘している

ように，ピグー（Pigou, 1920）の『厚生経済学』以前には厚生経済学は存在しない。厚生経済学の目

的は，市場を健全に機能させない市場の失敗要因に対する公共政策について分析することである。

そしてそれは，シジウィック（Sidgwick, 1883/1901）やマーシャル（Marshall, 1890/1920）によって指摘

された市場の失敗（外部性，規模にかんする費用逓減）や，市場の機能が及ばない所得分配の公平性

などの経済問題をどのような公共政策によって解決できるかを，マーシャルの費用便益分析にもと

づいて分析した，ピグーの『厚生経済学』によって初めて確立されたからである。

4.1 生産の効率性

完全競争市場に対するヴィジョンは，重商主義的経済政策とジョン・ローのシステムの破綻に対

する反省として，ガリアーニ，チュルゴ，スミスらによって明確に宣言されている。ただし，この

時点のヴィジョンは漠然としたイメージに過ぎず，経済学がモデル化されていくにしたがい，その

内容が詳細に記述されるようになる。

ガリアーニ（Galiani, 1750, pp. 89–90）は，効用と希少性の理論にもとづいて部分均衡分析を展開し

た後で，つぎのように均衡を最適な経済状態として特徴づけている。

そしてこの均衡は，それが人の思慮深さや美徳からではなくあさましい利得の非常に卑しい

刺激から生まれているにもかかわらず，生活の便利品の適切な豊富さやこの世の幸福に驚くほ
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ど合致している。神意は，人々に対する限りない慈愛のために完全な秩序を生み出し，わたした

ちの安易な欲求はわたしたちの意図にはおかまいなしに完全な善へと順序だてられるのである。

効用と希少性の理論において，ガリアーニ，チュルゴ，コンディヤックらは，需要と価格の負の相関

関係，供給と価格の正の相関関係，需要もしくは需要する人の増大（減少）は価格の上昇（下落）をも

たらすこと，供給もしくは供給する人の増大（減少）は価格の下落（上昇）をもたらすこと，などを認

識していた（Ekelund and Hébert, 2002）。より明確な交換価値の理論はチュルゴ（Turgot, 1769/1919）

やコンディヤック（Condillac, 1776/1798）によって確立されていた。こうして，チュルゴが『価値と

貨幣』において訴えようとしたかれの考え方は，経済活動を適切に運営するためには，完全に自由

な商業と競争が必要であるということである。チュルゴ（Turgot, 1767/1919, p. 634, 訳 p. 131）の主張

はリモージュ農業協会の懸賞論文に応募したグララン（Jean-Joseph-Louis Graslan）の『富および租

税にかんする分析試論』に対する講評の中でより明確に述べられている。

農産物の売上価値，収入，賃金の価格，人口は，それらの間の相互依存の関係によつて結び

つけられたものであり，これらは自然的な釣合いにしたがってひとりでに均衡する。そしてこ

の釣合いは常に，商業と競争とが完全に自由である場合に維持される。

以上のことからひきだされるべき唯一の実際的な結論はつぎのことである。すなわち，賃金

支払い者たちが，賃金労働者たちを必要とするとき，かれらを得ようと競争し合って，かれら

の労働に，ある適正な価格をつけるようにするため，賃金労働者たちは，かれらの欲する人の

ところで労働することについて・完・全・に・自・由でなければならないし，また一方，現地の労働者た

ちが，その人数の少ないことを悪用して，賃金を自然的な釣合い以上にふやすことを賃金支払

い者たちに強要しないようにするため，賃金支払い者たちは，かれらが適当と考える人びとを

使用することについて・完・全・に・自・由でなければならない。なぜなら自然的な釣合いは富の量，食

糧品の価値，しなければならない仕事の量および労働者の人数のいかんによるのであり，しか

も競争と自由によってしか決められえないからである（傍点は原文イタリック）。

このような自由放任思想の考え方は，厚生経済学の基本定理に結実する市場の効率性にかんする特

徴を示唆している。

著名な教科書においては厚生経済学の基本定理はスミスの「見えない手」まで遡ると指摘される

ことがある。たとえば，（Mas-Colell et al., 1995, p. 524）においては，「厚生経済学の第 1基本定理は，

競争的市場経済に対して，アダム・スミスの「見えない手」の形式的表現を与えている」と指摘さ

れている。ところが，ブラウグ（Blaug, 2007）も指摘しているように，この主張は正確ではない。

そもそも，道徳哲学において効用という概念が用いられることはあったが，イギリス古典派にお
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いては経済分析に効用概念が用いられることはなかった。したがって，イギリス古典派には社会構

成員の効用を反映する文字どおりの「厚生」基準はない。イギリス古典派の政策目標は国富の増大

である。スミス自身は『国富論』第 4編第 2章においてつぎのように述べている。

人はみな，自分が使える資本でもっとも有利な使い道を見つけ出そうと，いつも努力してい

る。その際に考えているのは，自分にとって何が有利なのかであって，社会にとって何が有利

かではない。だが，自分にとって何が有利かを検討すれば自然に，というより必然的に，社会

にとってもっとも有利な使い道を選ぶようになる。第一に，誰でも自分の資本をできるかぎり

近い場所で使おうとし，その結果，国内の労働を最大限に支える形で使おうとする。資本で通

常の利益率，少なくとも通常の水準よりそれほど低くない利益率を確保できるのであれば，そ

うする。……第二に，国内の労働を支えるために自分の資本を使う人は誰でも，できるかぎり

価値の高い生産物の生産に労働を振り向けようとする。……ところで，どの社会でも年間の総

収入はつねに，労働による年間の総生産物の交換価値に正確に一致する。というより，この交

換価値とまったく同じものである。このため，各人が自分の資本をできるかぎり国内の労働を

支えるために使い，しかも労働を生産物の価値がもっとも高くなるものに振り向けようと努力

するのだから，各人はかならず，社会の年間の収入ができるかぎり多くなるように努力するこ

とになる。もっとも，各人が社会全体の利益のために努力しようと考えているわけではないし，

自分の努力がどれほど社会のためになっているかを知っているわけでもない。外国の労働より

も自国の労働を支えるのを選ぶのは，自分が安全に利益をあげられるようにするためにすぎな

い。生産物の価値がもっとも高くなるように労働を振り向けるのは，自分の利益を増やすこと

を意図しているからにすぎない。だがそれによって，その他の多くの場合と同じように，見え

ざる手に導かれて，自分がまったく意図していなかった目的を達成する動きを促進することに

なる。（Smith, 1776/1904, 訳 pp. 29–32）

個別生産者が競争する結果，各生産者はより高い利潤を求め，より利潤率の高い産業に投資する。

その結果競争がそれぞれの企業の利潤率を均等化することになる。このことは，個別生産者の利潤

最大化と経済の利潤最大化は同値であることを示唆しているから，スミスの厚生経済学の第一基本

定理は基本的に生産に関する分権定理（Mas-Colell et al., 1995, pp. 149–152, §5.F）を意味していると

考えられる。スミスの「見えない手」の本質は，個人の合理性と社会的利益が両立することを意味

するインセンティヴ両立性にある。

古典派経済学の基礎理論は，生産物価格決定の理論である価値理論と生産要素価格決定の理論で

ある分配理論から構成される。リカードのような，生産物価値を労働投入量で測るという考え方も

有力ではあったが，商品の価格はその商品の需給均衡によって決まるという考え方の方が多数派だっ
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図 4 完全競争均衡と功利主義の最適配分
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たと思われる。スミスやリカードの規範は，資本蓄積により分業を促進し，生産性の向上によって

国富を増大させることであるが，資本蓄積による国富の増大に限界があることは認識していなかっ

た。その限界を指摘し，最適貯蓄率を定義したのはマルサスである。マルサスの最適貯蓄理論はケ

インズを通してラムゼー・モデルに応用されている（川俣, 2020）。

古典派には資本蓄積が進むと，利潤率が逓減して成長率が 0の定常状態に至るという考え方が共

有されており，J.S.ミルを最後に，経済学の関心は静学的な完全競争市場の理論に移行する。

4.2 厚生経済学の第一基本定理

ゴッセン（Gossen, 1854）は厚生経済学の基本定理の先駆といえる主張を行っている。かれは，最適

配分は功利主義社会的厚生関数を最大化する配分であると定義し，効用最大化原理にもとづいて生

産と消費，自由競争のもとでの商品の取引について分析し，最適配分が自由競争均衡によって達成

されることを示そうとしている。自由競争均衡＝完全競争均衡と考えると，この主張は正しくない。

というのは，最適配分は個々人の効用関数にもとづいてユニークに決定されるが，完全競争均衡は

初期資源配分にも依存して多様であるからである。図 4のように，最適配分が U であったとして

も，初期配分が ω ならば達成される完全競争均衡は W であり，最適配分にはならない。最適配分

U が完全競争均衡によって達成されるのは初期配分がたとえば ωU のときに限られるのである。

そのため，「第 7章 交換とその利益」を見ればわかるように，ゴッセンは整合的な議論にもとづ

いて自由競争が最適配分を達成できることを証明できていない。
（10）

所与の初期保有量に対して交換を

行っても最適配分には至らず，初期資源を再配分することにより最適配分を実現するという，交換

理論にはありえない，強引な議論が行われている。しかし，その交換理論においてゴッセンが厚生

（10）ゴッセンの交換理論については池田（2010）の詳しい解説があり，本稿の主張を補足してくれる。
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経済学の基本定理の証明を意図していたことは明確であるように思われる。かれはつぎのように述

べている。

創造主は，人類がその知的，物質的諸力を利用することによって人生の享楽が最大になるよ

うに，享楽の法則を構築されたのである。そのさい，各人が貨幣をもっとも目的にふさわしい

やり方で使い，そして各人にとって最大の報酬をもたらす生産部門に従事することについて，

障害がなければそれで十分なのである。（Gossen, 1854, 訳 p. 118）

ゴッセンは，「第 14章 個人の厚生と社会」において，最適配分が成り立つための条件をつぎのよう

に指摘している。ただし，vは年金支払いの蓋然性を表す（Gossen, 1854, 訳 p. 138）。

人類は，個々人がつぎのようなことに成功した場合に限り，その厚生を向上させうる。

1. 享楽の絶対的な大きさ（g），

2. 労働力とその熟練度（γ と π）

3. 生命力（s）を増大させたとき，また，

4. 法的状態をさらに維持しようとしたとき。というのも，v の向上は法的状態の確保によっ

てのみ可能なものだからである。

個々人がもっとも有利な生産部門に従事し，そして貨幣をもっとも自由な形で使用するとい

うことについて障害をなくすということと並んで，上記の諸点にもっぱら注意を向けさえすれ

ば，人類の至福は可能な限り高められることになろう。（Gossen, 1854, 訳 p. 145）

しかし，ゴッセンはそれが自由競争市場において達成されるとは主張していない。

厚生経済学の基本定理を証明するためには，一般的経済環境における完全競争市場の理論を構築

すること，功利主義的な厚生基準から所得分配の公平性を分離してパレート効率性を定義すること，

そしてそれらの同値性を証明することが必要である。

マーシャル（Marshall, 1890/1920, 訳第 I編, p. 63）は，「経済学は一面においては富の科学であるが，

他面においては，欲求を充足しようとする努力を，その努力および欲求が富もしくはその一般的表

象たる貨幣をもって測定できるかぎりにおいて取り扱うところの，人間の社会的行動に関する社会

科学に属しているものである」と経済学を定義している。マーシャル（Marshall, 1890/1920, 第 3編

第 6章）は，貨幣の限界効用一定の法則を仮定すれば一般均衡分析は部分均衡分析に還元されること

を指摘し，部分均衡分析の枠組みにおいて厚生経済学の基本定理を証明している。ただし，部分均

衡分析においては，一般均衡分析において生じるゴッセンのディレンマは生じないが，このことは

逆に完全競争市場の特徴を十分に反映していないことを意味している。
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ワルラスは経済学を，完全競争市場の価格メカニズムにかんする事実解明的分析である純粋経済

学，資源配分の効率性を厚生基準とする規範的分析である応用経済学，所得分配の公平性を厚生基

準とする規範的分析である社会経済学に分類し，純粋経済学において完全競争均衡が社会の満足を

最大化する配分であると主張している。この主張は自由放任思想を定式化した定理であり，厚生経

済学の基本定理を見据えている。

自由競争に支配される市場における生産は，生産要素が欲望の可能な最大満足を生み出すの

に適当な性質と量の生産物に変形されうるために結合される操作である。ただし，この結合に

は，各生産物と各生産要素が市場においてそれぞれの供給と需要とを等しくするただ一つの価

格しかもたないということ，生産物の販売価格が生産要素から構成される生産費に等しいとい

うことの 2つの条件の制約に従う。（Walras, 1874–1877, §221）

この主張にもとづいて，ワルラスは自由競争を阻害する要因を排除すべきだと指摘している。「自由

は一定の制約のもとで最大効用を獲得する。それゆえ，これを妨げる原因は最大効用に対する障害

である。そして，これらの原因がどのような物であろうとも，できる限りそれを除去することが必

要である。」（Walras, 1874–1877, §222）

さらにワルラス（Walras, 1874–1877, §223）は，厚生経済学の第一基本定理の主張についてその限界

を指摘している。「私的利益に関するものの生産に適用される自由競争の原理は公共利益に関するも

のの生産には適用できない。」「自由競争の原理は自然的必然的な独占の対象となるものの生産には

当然適用されない。」「われわれの自由競争についての証明は，効用の問題を明白にしているが，公

正の問題を全く考慮の外に置いている。」このように，自由競争の原理は公共サーヴィス，独占的な

状態にあるもの，所得分配の公平性については何も語らないのである。

周知のように，一般均衡理論の枠組みはワルラスによって構築され，パレート（Pareto, 1909/1966），

バローネなどの経済学者によって洗練された。パレートは，経験的に認識できない概念は経済分析

に用いるべきではないという経験主義的な考え方にもとづいて，基数的効用関数の仮定を否定し，

合理的選好順序を仮定して無差別曲線，そして序数的効用関数を導出した。
（11）

さらに，かれは序数的

効用関数と個人間の効用比較不可能性を仮定する序数主義を経済学に導入し，パレート効率性を定

義して，厚生経済学の第一基本定理を当時の理論水準で証明したといえる。
（12）

（11）パレート（Pareto, 1960, pp. 287–292, 438）は，完全性，凸性，単調性を明示的に，推移性を暗黙的
に仮定し，無差別曲線を導出できると考えていた。選好順序が完全性，推移性，連続性を満たせば，連
続な実数関数として効用関数が導出される（Debreu, 1959, 第 4章）。
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5 新厚生経済学の展開
（13）

ところで，19世紀後半の 3分の 1世紀において起こった第二次産業革命による技術革新が大規模

生産を促すとともに，不完全競争，規模・範囲の経済性，外部性，公共財，非対称情報などの市場機

能を失敗させる要因が指摘され，市場の失敗に対する公共政策が必要となった。マーシャルは，経

済学が科学的であるためには効用を測定する必要があるという科学哲学にもとづいて費用便益分析

を構築し，それは旧厚生経済学の基礎理論となった。費用便益分析の仮定のもとでは，効用も費用

と同じように貨幣で測定できるから，経済政策や経済活動にともなう変化を事前と事後の便益－費

用を貨幣で比較するという，功利主義的な政策判断が可能であり，非常に説得的な根拠にもとづい

て判断できる。そのため，理論的には序数主義の批判を受けながらも公共政策の経済分析に重要な

役割を果たしてきている。
（14）

5.1 新厚生経済学

序数主義を経済学に導入したのはパレート（Pareto, 1909/1966）であるが，定着させたのはロビン

ズ（Robbins, 1935）である。当時のイギリスではマーシャルの費用便益分析とピグーの功利主義的厚

生経済学にもとづいて経済分析が行われていた。しかし，費用便益分析における効用関数にかんす

る強い仮定や部分均衡分析の枠組みは，分析道具としては有効ではあるが一般性を欠いているのも

事実である。1930年代，ロビンズ（Robbins, 1935, 1938）はローザンヌ学派とオーストリア学派の考

え方を総合して，経済学を限られた資源を社会の目的のために有効利用する方法を研究する科学で

あると定義し，厚生経済学を序数主義にもとづいて再構築する研究計画を提唱した。この新厚生経

済学の研究計画は，ヒックス（Hicks, 1946）やサミュエルソン（Samuelson, 1947）によって基礎づけら

れ，1930年代の終わりから 1980年頃までの約 40年間ミクロ経済学および厚生経済学の支配的研究

計画すなわちパラダイムとなった。

ところが，市場の失敗を解消するための公共政策は，功利主義的厚生基準では社会全体に利益を

もたらすことが明白であるような場合においても，その政策によって受益者と被損者がいるかぎり，

序数主義的厚生基準にもとづいてそれらの人々の利益と損失を直接比較することができない。その

（12）パレートの一般均衡理論の展開については，川俣（1997），川俣（2010a），川俣（2010b）を参照さ
れたい。数理経済学における一般均衡理論の彫琢のプロセスについてはアロー＝ハーン（Arrow and
Hahn, 1971）を参照されたい。ただし，パレートは経済学においては序数主義が仮定されなければな
らないと考えたが，後述するように，かれ自身はけっして序数主義者ではなかった。

（13）この節は川俣（2005）にもとづいている。
（14）ボードマン他（Boardman et al., 2001），ポーター（Porter, 1995）などはこの主張を十分に裏づけて

いる。
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ため，間接的にそれらを比較する手続きが必要になるが，実際に補償原理と社会的厚生関数の概念

が考案された。しかし，それらのアイデアでは，いかなる場合にも異なるパレート効率的配分を比

較しようとすると矛盾を生じるか，矛盾を避けて政策判断を行おうとするとどうしても判断できな

い場合が残ってしまうことが明らかになった。結局のところ，アローの一般不可能性定理によって，

社会を構成するすべての構成員の選好順序を反映して，合理的，民主主義的，情報節約的に社会的

選好順序を決定する社会的選択関数は存在しないことが証明された。
（15）

実際，新厚生経済学にもとづ

いて研究された公共経済学においては，肝腎な部分でほとんど有益な帰結を得ることができなかっ

た（Atkinson and Stiglitz, 1980）。
（16）

5.2 インセンティヴの経済学

ところで，不完全競争，規模・範囲の経済性，外部性などの市場の失敗要因は，独占禁止法の成

立，公共料金制度，ピグー税などの競争的市場における公共政策によって解決された。ところが，公

共財の最適供給，株主と経営者の関係，保険市場における取引など非対称情報が存在する経済環境

における，モラル・ハザードや逆淘汰といった問題は市場では解決できないことが 1950年代までに

明確に認識された。組織や制度の設計が重要な経済問題であると認識されるようになり，フォン・

ノイマン＝モルゲンシュテルン以降ゲーム理論が発展したことにより，経済主体の戦略的行動が分

析できるようになった。

非対称情報がもたらす経済問題は，インセンティヴ両立性にかんする問題であり，その本質は個々

人の合理的行動が必ずしも社会に最大利益をもたらさないことにある。この問題を分析するために，

ハーヴィッツ（Hurwicz, 1960）によりメカニズム・デザインの理論が定式化された。インセンティヴ

の問題は，プリンシパル・エイジェント・モデルによって的確に表現され，そのモデルにおいてメ

カニズムを設計する契約理論が，組織や制度を分析するための基礎理論となった。

非対称情報がない場合でも個人の戦略的行動を分析するためには非協力ゲームの理論が有効であ

り，1980年代に産業組織理論や国際貿易理論の分野をはじめとして，非協力ゲームを用いた分析が

最先端研究で支配的研究計画を支える基礎理論を構築し，一般均衡理論から非協力ゲームの理論へ，

完全競争市場から不完全競争下の戦略的行動の分析へ，市場から組織・制度へ，経済理論のパラダ

イムが転換したのである。

（15）補償原理や社会的厚生関数にかんする議論の展開については，（奥野・鈴村, 1988, 第 34～36 章），
川又（1991, 第 6, 11章），フェルドマン＝セラーノ（Feldman and Serrano, 2006, 第 9～13章）を参照
されたい。

（16）公共財の最適供給問題を解決したグローヴス＝レッジャード（Groves and Ledyard, 1977）のメカニ
ズムは，効用がある財の消費量について線形である準線形の効用関数を仮定しなければ成り立たない。
ちなみに，その財は貨幣と考えられ，効用が貨幣で測られることを意味している。マーシャルは準線
形の効用関数を仮定していると考えられる。
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ゲーム理論においては均衡の存在に確率的状況を設定せざるをえないため，不確実性のもとで定

義される期待効用関数を利用する。設計するメカニズムが実現することが期待される社会状態はた

とえば交渉ゲームの解概念である，ナッシュ解などが問題に応じて採用されている。

ミクロ経済学や厚生経済学においては，序数主義は「オッカムの剃刀」と共通する部分があり，一

般均衡理論の理論構造を解明するには重要な役割を果たしたが，当初の規範的分析にかんする研究

計画は明らかに失敗した。政策判断の厚生基準については，必ずしも統一したものがあるわけでは

ないが，明確な帰結を得られる厚生基準が適宜採用されている。現在，序数主義はミクロ経済学お

よび厚生経済学において「オッカムの剃刀」としての役割を果たすのみである。

このように，規範的分析は費用便益分析と功利主義的厚生基準にもとづく旧厚生経済学から，新

厚生経済学を経て協力ゲームの理論にもとづく解概念にある意味で回帰したといってよいと考えら

れるが，経済学の歴史には序数主義によっては評価されなかった，規範的分析の系譜が存在したこ

とを次節で指摘する。

6 社会的価値理論

こうした序数主義の歴史があるが，コアの理論の歴史的背景となった自発的交換モデルを含む効

用と希少性の理論を同じ起源としてもち，社会的価値の理論へと展開された理論の系譜があり，事

実としての継承関係はないかもしれないが，知性史的には社会的価値理論の展開が存在すると考え

られる。

6.1 オーストリア学派の経済学
（17）

厚生経済学の基本定理は，完全競争均衡の必要十分条件となる規範的特徴づけを行っているが，

最適配分の理論ではない。歴史上において最適配分の理論を展開したのはオーストリア学派である。

カール・メンガー（Menger, 1871/1968）は，効用と希少性の理論における価値理論研究を渉猟し，個

人の合理的行動原理にもとづいて価値理論を構築した。メンガーの経済学を継承したオーストリア

学派の経済学者は，個人経済における価値決定にかんする考察を通して，経済全体における価値の

概念について洞察するという特徴をもっていた。たとえば，オーストリア学派の後継者の一人であ

るシュンペーター（Schumpeter, 1954, pp. 986–987）は，「オーストリア学派は，経済行動のある種の

基本的属性を説明する目的のために，ロビンソン・クルーソー経済のモデルを利用する習慣を持っ

ていた」と指摘している。

メンガーは，かれの『国民経済学原理』において個人経済における価値の理論を提示したにす

（17）ヴィーザーの自然価値理論にかんする考察は川俣（1989）による。
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ぎないが，それが社会主義経済における価値の性質を特徴づけていることを示唆していた（Menger,

1871/1968, 訳 pp. 51–60）。ただしメンガーは，個人的価値の理論を社会的価値の理論に応用できる

ことは示唆しているが，社会的価値の理論に必要な規範的判断については議論していない。

ヴィーザー（Wieser, 1889/1971）は，メンガーの個人経済における価値決定の理論を財の私的所有

権が定められていない社会主義的経済における価値決定の理論として拡張解釈した。このとき，メ

ンガーの個人的価値の理論からヴィーザーの自然価値理論を構成するためには，社会が財の資源を

共有する経済において，社会を構成する各個人の効用関数から社会的厚生関数がどのようにして構

成されるか，あるいはその社会主義的経済における所得分配がどう決まるかを示さなければならな

い。ヴィーザーは，所得分配にかんする規範的判断を導入することにより，メンガーの交換価値の

理論にもとづいて，メンガーの個人経済における価値の理論を社会主義経済における価値の理論に

発展させ，市場経済とは独立な価値の概念すなわち自然価値の概念を創出し，交換比率としての価

格とは独立な財の評価として価値を定義した。以下に示すように，まさにこの点こそヴィーザーの

貢献である。

6.2 ヴィーザーの自然価値理論

ヴィーザー（Wieser, 1889/1971, p. 60）によれば，交換が行われないような経済においても価値が決

定されるのは人々になお欲求が存在し資源が稀少であるからである。

経済事象が共産主義的原理のうえに秩序づけられている共同体や国家においても，財が価値

をもたなくなることはない。欲求はなお他の経済において存在するのと同じように存在するで

あろうし，利用可能な手段はかれらの満足に対してなお不十分であろうし，人々の心はなおそ

の所有物に傾倒するであろう。すべての自由財でない財は有用なだけでなく価値があると認識

される。

ヴィーザー（Wieser, 1889/1971, p. 60）は，自然価値をつぎのように定義している。

われわれは，財の量と効用の間の社会的関係から生じる価値，あるいは共産主義国家におい

て存在するであろう価値を自然価値と呼ぼう。

ヴィーザーのいう共産主義経済あるいは社会主義経済とは，資源が私有化されずに共有財産として存在

するような経済すなわち分配経済（Malinvaud, 1977, pp. 107–110）であり，形式的には
((

Xi，Ui

)
，ω

)
によって表現される。ただし，i は分配経済を構成する m 人の個人の指標である。すなわち，i ∈

{1, · · · , I} である。また，Xiは暗黙に仮定されている個人 iの消費集合（生活可能な消費の集合）で
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ある。Ui は個人 i の効用関数であり，加法的で限界効用逓減の法則を満たしている。

ヴィーザー（Wieser, 1889/1971, p. 60）は，自然価値の決定についてつぎのように述べている。

それら（すべての自由財でない財）は，需要およびそれと両立する利用可能な資産との関係に

したがって価値づけられる。そしてその関係は最終的に限界効用によって表現される。社会的

供給および社会的需要，あるいは相互に社会的に比較される財の量と効用とが価値を決定する。

基本的な評価の法則は，共同体に対して完全に有効であろう。

ここでは生産を考慮していないから，分配経済の定義によって社会的な財の量あるいは社会的供給は

総資源そのものである。それでは，社会的需要あるいは社会的効用とは何を意味するのであろうか。

社会的効用とはおそらくわれわれの概念では社会的厚生関数を意味するものと思われるが，ヴィー

ザーはそれが個人の効用関数からどのように構成されるのかについて何も述べていない。社会的需

要はこの分配経済における総需要であるが，それを決定するためには分配経済における個人の所得

分配を指定しなければならない。

ヴィーザー（Wieser, 1889/1971, pp. 61–62）は，自然価値を交換価値と比較して，自然価値を決定す

るための分配経済における所得分配の特徴についてつぎのように述べている。

交換価値に対する自然価値の関係は明確である。自然価値は交換価値の形成における 1つの

要素である。しかし，それは単純にまた完全に交換価値に含まれるのではない。一方では，人々

の不完全さ，誤り，詐欺，権力，偶然によって攪乱される。他方では，現在の社会の秩序，私

的所有権の存在，富める者と貧しい者との間の格差によって攪乱される。その結果，後者の 2

番めの要素が交換価値すなわち購買力の形成に混合する。自然価値においては，財は単にその

限界効用によって評価される。交換価値においては，財は限界効用および購買力の組合せに応

じて評価される。

これらの言明において自然価値と交換価値の相違についてヴィーザーが指摘しているのはつぎの 2

点である。第一の相違は，自然価値は完全に組織化されている経済において定義されるが，実際に

交換価値が成立する交換経済あるいは市場経済は完全には組織化されていないということである。

しかし，交換価値を理論によって分析するときにはわれわれは完全に組織化された市場経済を想定

するから，理論のレヴェルで自然価値と交換価値とを比較する場合にはこの論点は無視してもさし

つかえないであろう。

第二の相違は，自然価値は限界効用のみによって決定されるが，交換価値は限界効用と購買力の

組合せによって決定されるということである。このことは，自然価値の均衡においては個人の間に
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購買力の格差がない，すなわちすべての個人の所得が等しいことを意味している。

ヴィーザーの自然価値理論の記述が曖昧であるために，少なくとも 2とおりの解釈が可能である。

個人の間に購買力あるいは所得の格差がないというヴィーザーの条件を効用のタームで各個人の所得

の限界効用が等しいと解釈すると，功利主義社会的厚生関数を最大化する配分における価値として自

然価値を解釈できる（根岸, 1981）。ところが，根岸（1997, 第 1章）の経済学史はラカトシュ（Lakatos,

1970）の方法論を背景にして，
ふる

故きを
たず

温ね新しきを知るための研究であり，過去の理論を解釈して現

代理論に貢献することが目的である。原典からの飛躍があってもまったく支障はない。

しかし，われわれの解釈は，理論の系譜を歴史資料に忠実に理解することであるから，原典からの

飛躍は，可能な限り避けなければならない。考古学において，割れた土器の破片の欠損部分を補完

する程度の解釈は許されるが，それを超える不可欠ではない飛躍は不適切である。実際，効用を実

質所得と考えるためには，消費者余剰の測定に関連して補償変分や等価変分などを定義する，ヒッ

クスの補償需要関数の概念が必要である。ところが，それはスルツキー分解（Slutsky, 1915）の考え

方を必要とするから，ヴィーザーの購買力という用語が実質所得の効用を表しているという解釈は，

時代考証の観点から難しいと考えられる。ヴィーザーの購買力は文字どおり名目所得として解釈す

べきだろう。

そこで，自然価値は購買力に依存しないということを文字どおりすべての個人の名目所得が等し

いと解釈すれば，自然価値とはすべての個人に同じ所得を分配したときに分配経済の総需要と総供

給の均衡において決定される価値である。

このようにして，ヴィーザーの自然価値理論は分配経済
((

Xi，Ui

)
，ω

)
およびこの分配経済の均衡

すべての iについて，M∗ = v∗·ω
I
であり，xi

∗は {xi ∈ Xi｜ v∗ · xi ≦ M∗}

のうえで
H∑

h=1
Uih (xih)を最大にする

（W α）

I∑
i=1

xi
∗ = ω （W β）

を満足する均衡配分および自然価値 ((xi
∗) , v∗) によって記述される（Malinvaud, 1977, pp. 107–110）。

均衡条件（W α）および（W β）からすべての i について，

vh
∗

vk
∗ =

dUih
dxih

(xih
∗)

dUik
dxik

(xik
∗)

, ただし h ̸= k （W a）

が成立する。この分配経済の均衡すなわち評価均衡（Debreu, 1959, p. 93）は，それぞれの個人 i につ

いて v∗ · (ωi − xi
∗) = 0 となるように資源の私的所有権を決定した私有経済 ((Xi, Ui) , (ωi)) におけ

る完全競争均衡である（Debreu, 1959, pp. 93–94）。したがって，すべての個人の所得が等しければ，
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自然価値と交換価値は一致する。

ヴィーザーはメンガーの価値理論を拡張して自然価値の理論を構成した。メンガーはかれの主著

においてロビンソン・クルーソー経済を仮定し，資源の制約のもとでの効用最大化行動にもとづいて

最適配分の条件を示した。かれの分析が経済全体の資源の制約のもとでの社会的厚生関数最大化問

題を視野に入れていたことは明白である。ただし，理論的にはメンガーのヴィジョンを具体化する

ためには，すべての個人の効用関数にもとづいて社会的厚生関数を定義しなければならない。効用

の測定可能性を仮定して功利主義社会的厚生関数を定義するのは自然な拡張であるが，ヴィーザー

は完全競争価格の条件（すなわちパレート効率性）にすべての個人の所得は等しいという所得分配の

公平性を追加することにより自然価値を定義した。ちなみに，この自然価値は誰も他人の配分を羨

むことがないことを意味する衡平性とパレート効率性を満たす公平（fair）配分（Varian, 1974）にな

る（逆は成り立たない）。すべての個人が同じ所得であるならば，誰も他人の消費を羨むことはあり

えないからである。この規範的価値の概念は功利主義以外ではパレート効率性が定義される以前に

定義された数少ない例である。この定義は競争均衡価格がもつ性質が所得分配の公平性から独立で

あることを示唆している。

7 結び

完全競争均衡にかんする特徴づけには 3つのアプローチがあり，それらの起源は需給均衡理論の

萌芽的アイデア，自由放任思想，効用と希少性の理論における萌芽的限界効用理論と自然発生的交

換理論，などにある。効用と希少性の理論は，2つの理論から構成される。第一の理論は商品の価値

とは個人による商品の必要性であり，個人が所有する商品の資源を消費するときの限界効用に等し

いという個人的価値の理論である。もう一つは，2人の個人の個人的価値が異なる場合には，各個人

の個人的価値の中間の交換比率で商品を交換することによってすべての個人の効用が増大し，交換

を通して各個人の個人的価値が均等化し，交換価値に等しくなるという自発的交換理論である。前

者はメンガーやヴィーザーの社会的価値理論へ，後者はジェヴォンズ，エッジワースの自発的交換

理論やコアの理論へ展開された。ミクロ経済学における完全競争市場の理論は，自然科学のモデル

から着想を得たワルラスによって，さまざまな市場理論を総合して構築された。

厚生経済学の基本定理によって特徴づけられる完全競争均衡とパレート効率的配分の関係は，自

由放任思想を定式化したものである。ただし，厚生経済学の基本定理は市場の失敗要因が存在しな

いことを前提にしているが，実際にはさまざまな市場の失敗要因があるから，適切な公共政策が必要

になる。公共政策にともなう政策判断ははじめ，費用便益分析と功利主義的厚生基準にもとづいて

行われたが，当時の時代背景から効用の可測性を否定する序数主義が一般均衡理論と厚生経済学に

おける支配的研究計画となった。しかし，序数主義にもとづく政策判断は困難であり，結局アロー
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の一般不可能性定理によって序数主義にもとづく的確な政策判断は不可能であることが証明された。

その結果，経済学の規範的分析は，的確な政策判断を可能にする，基数性をもつ効用関数にもとづ

いて定義される厚生基準に回帰することになった。

少なくともヴィーザーの自然価値配分は公平配分であるから，的確な政策判断を行うための厚生

基準の候補であり，歴史的に，規範的分析の系譜の存在を証明する貢献である。序数主義が支配的

研究計画であったために，ヴィーザーの自然価値理論が評価されることはなかったが，歴史的には

序数主義の方が傍流だったということになるだろう。序数主義が傍流だと感じるもう一つの理由は，

序数主義を経済学に導入したパレート自身は序数主義者ではなかったことにある。経済学において

は終始序数主義的考え方を保持したが，パレートはけっして序数主義者ではない。パレート（Pareto,

1920）は現在厚生経済学において考察されている規範的分析を「社会学」の一分野として考察し，序

数主義的基準を堅持する場合，すべての状況において首尾一貫した厚生基準を維持することが不可

能であることを直感的に理解しており，その場合には序数主義を堅持して，規範的分析にもとづく

政策分析を放棄するのではなく，どんな場合にも首尾一貫した厚生基準にもとづく政策分析を行う

ために序数主義を放棄すべきだと主張している（川俣, 2010a）。

歴史的には，完全競争市場の均衡として完全競争均衡配分を特徴づけるアプローチ，自然発生的

交換によって規定されるコアの極限として完全競争均衡配分を特徴づけるアプローチ，パレート効

率性に所得分配の公平性にかんする厚生基準を追加して，適切な政策目標としての完全競争均衡配

分を定める最適配分のアプローチが存在する。この 3つのアプローチが本来市場の経済学が目指す

目的を達成するものである。
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要旨: 序数主義の観点から，競争均衡配分はコアの極限かつパレート効率的配分として特徴づけら
れる。コアの理論と極限定理は，効用と希少性の理論における自発的交換理論から生まれた。効用
と希少性の理論は，商品の価値を個人の商品に対する必要性として限界効用によって定義している。
メンガーはこの考え方を個人の効用最大化原理にもとづいて定式化したが，この考え方は社会的価値
の理論に拡張できる。実際，ヴィーザーはすべての個人の所得が等しいときの競争均衡価格として自
然価値を定義した。こうして，規範的分析には序数主義から独立なオーストリア学派の流れが存在す
ることがわかる。
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